







えはじめ、1990 年代以降は1500～ 2000 万人で安定してい
た（JNTO, 2019）。一方で、インバウンド旅行者は、観光立
国基本推進法（観光庁 , 2020）が成立した2006 年以降に
急増し、2019 年には3000 万人（旅行消費額 8兆円）を超
えた（JNTO, 2020）。経過において、2015 年に訪日外客数
が約 1973 万人（2014 年から約 47%増）、出国日本人数が








新聞 , 2020a）によれば、2020 年 2月の訪日外客数は前年同
月比 58.3%減と震災直後以来の大きな下げ幅を記録し、同
年 3月は2月よりも厳しい数字が予測されている。














べた新聞記事（日本経済新聞 , 2019）によれば、PRI（Principles 
for Responsible Investment）が発表された2006 年には3 本
の記事であったが、2020 年以降の気候変動対策の枠組みで
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2016 年に、2020 年に訪日旅行者数 3000 万人（旅行消費













CTR:Center for Tourism Researchという）が 2016 年に設置




























一方、海外の研究では、google scholarおよび research 
gateで、Communituy-university Partnerships（CUPs） をキー
ワードとして検索すると多数の文献が存在する。本論との関係
では、Harney & Wills（2017）および Fluegge et al.（2019）
の 2 つのレポートが興味深い。前者は、Queen Mary 

















して、Harney & Wills（2017）におけるCUPモデル（Front 












































































まず、これまでの LIPの実績を表 3に示した。11 年間で実





















































に登録したこと、（2）2016 年に PATA（Pacific Asia Travel 
Associaiton） Japan Wakayama University Student Chapter
（PATA日本和歌山大学学生支部）が発足したこと（PATA
への加盟は2013 年）、（3）2017 年に TedQual認証を取得
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